
居宅介護支援における特定事業所集中減算フローチャート

「様式第２号」「様式第３号」「様式第４号」、カの(ｲ)に該当する場合は加えて

「様式第６号」居宅サービス事業所の選択に係る理由書を宇佐市介護保険課に提

出する

１期前と判定（減算あり・減算なし）が変更になった場合は「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」及び「介護給付費算定に係る体制等一覧表」を併せて提出すること。

「様式第１号」の計算例を参考に、サービス種別ごとに計算をする。

全事業所が行う。

「様式第２号」に上記の結果を記入する。

全事業所が行う。

各サービス種別ごとの集中割合

が、すべて８０％以下である。
各サービス種別ごとの集中割合が、いずれか１つでも８０％を超えている。

特定事業所集中減算の

対象とはならない
正当な理由がない 正当な理由がある

減算適用期間において

特定事業所集中減算を行う
「様式第３号」の理由書を記入する

「様式第２号」を宇佐市

介護保険課に提出する。

「様式第３号」の ア又は カの(ｲ)に

該当する場合

「様式第３号」の イ・ウ・エ・オ・カの

(ｱ)・キの(ｱ)・キの(ｲ)に該当する場合
「様式第３号」の キの(ｳ)に該当する場合

特定事業所集中減算の

対象とはならない

特定事業所集中減算の

対象とはならない

減算適用期間において

特定事業所集中減算を行う

特定事業所集中減算の

対象とはならない

減算適用期間において

特定事業所集中減算を行う

「様式第４号」での再計算の結果、対

象サービスが位置付けられた居宅サー

ビス計画数が１月平均１０件以下又は

集中割合が８０％以下である場合

「様式第４号」での再計算の結果、対

象サービスが位置付けられた居宅サー

ビス計画数が１月平均１０件を超え、

かつ集中割合が８０％を超える場合

「様式第２号」「様式第３号」「様式第５号」を宇佐市介護保険課に提出す

る

宇佐市介護保険課への書類提出は不要

（作成した様式第２号は５年間保存）

＊ただし、１期前の判定が減算の適用

であった場合は「介護給付算定に係る

体制等に関する届出書」の添付資料と

して「様式第２号」も提出

集中割合が８０％を超えるサービス事業所に「様式第５号」を記入してもら

う

サービス事業所からみて、当該居宅

介護支援事業所の利用者の占める割

合が７５％以下である場合

サービス事業所からみて、当該居宅

介護支援事業所の利用者の占める割

合が７５％を超える場合

「様式第２号」「様式第３号」を宇佐市

介護保険課に提出する

「様式第４号」にて、介護保険課が通知する「日常生活区域における事業所数一

覧表」において理由書アの地域に居住する者及び地域ケア会議等で助言を受けた

もの（理由書カの(ｲ)）の居宅サービス計画数を除いて再計算する。

＊再計算は、様式第２号で８０％を超えているサービスのみ行えばよい


